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中皮腫通院費で新通達
厚労省●クボタショック以来の経過

クボタ・ショックが起きたとき、当
時の尾辻秀久厚生労働大臣が
2005年10月18日の記者会見で、
次のように表明した。
「交通費について言いますと、
労災の一般的な交通費の出し
方というのは、『最寄りの病院に
行ってくださいね』ということに
なっております。ただ、一般の疾
病でしたら『最寄りの病院に行っ
てくださいね』でいいんですが、
こと中皮腫になりますと『最寄り
の病院に行ってください』という
わけにはいきません。そのことを
患者さん方は言っておられてお
り、常識的な範囲で患者さん方
の納得なさる病院に行っていた
だくというのが一番良いと思って
おりますから、最寄りの病院とい
う解釈を中皮腫に限ってはその
ようにしたいと思っておりまして、
これは直ちにやります。直ちに
交通費を払うというかたちにいた
します。」
大臣のこの発言を受け、同
年10月31日に「中皮腫の診療の
ための通院費の支給について」
（厚生労働省労働基準局補償
課長通達）と事務連絡が出され
た。そこでは通院費を支給する
範囲について、全国を7つの区
域に分割し、区域内を限度とし
た。なお、区域外への通院につ

いては、本省に協議して個別に
判断するとされた。
その後、2008年10月30日、中
皮腫に限らず移送費の取り扱い
が改正された。従来は「傷病労
働者の住居地又は勤務地から
おおよそ4ｋｍの範囲内にある当
該傷病の診療に適した指定医
療機関へ通院する場合であっ
て交通機関の利用距離が片道
2ｋｍをこえる通院」などについて
支給するとされていた（昭和37
年9月18日付基発第951号等）。
いわゆる4km制限である。こ
れが2008年労働基準局長通達
（平成20年10月30日付け基発
第1030001号）により、「傷病労
働者の住居地又は勤務地と同
一の市町村内に存在する当該
傷病の診療に適した労災病院
又は労災指定医療機関への通
院」などに拡大されたのである。
ところが、上記中皮腫に関す
る補償課長通達が廃止されてし
まったので、アスベスト疾患患者
と家族の会は阿部知子衆院議
員とともに厚生労働省と交渉し
た。その結果、2009年1月20日に
事務連絡が出され、そこに中皮
腫の診療のための通院費につ
いても、従来の取り扱いどおり支
給されること、区域（全国を7つに
分割した区域）外への通院につ

いては、本省への協議が不要と
なったことが規定された。
その当時、補償課の担当官

は中皮腫通院費の支給範囲に
ついて「All Japan。区域をこえ
ても、本省協議は不要。垣根を
取った。治療が必要ならば、区
域をこえての診療に適した通院
の費用を認める」と話した（2009
年1月15日阿部事務所で）。
しかし、2015年に区域外への
通院費が相次いで不支給にさ
れた。患者と家族の会では厚生
労働省との交渉（田島一成衆院
議員の設定）などで、たびたび問
題にしたがらちが明かなかった。
2017年6月9日の衆院厚生労
働委員会で、堀内照文衆議院
議員が次のように質問した。
「尾辻大臣の会見もあり、最初
の平成17年－2005年の通達は、
今ありましたように、平成20年、新
しい通達で廃止はされたんです
が、その内容が否定されたわけ
ではありません。それは新しい
通達でも対応できるからというこ
とでありまして、中皮腫について
は従前どおりしっかり取り扱いな
さいということを、あらためて、実
は、2009年－平成21年に事務連
絡を発出しております。それが
資料の次の頁であります。今も
答弁いただいたように、中皮腫に
ついてはやはり距離ではないん
だということで、きちんと対応しな
さいということなんだと思います。
ところが、各地で、遠方の医療
機関にかかった場合、中皮腫の
通院費が認められない事例とい
うのが見受けられます。神奈川
県の方が、県内の医療機関から

各地の便り
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紹介状を出してもらって、山口県
の医療機関を受診し、手術をし
ました。ところが、労基署の判断
は、自宅のある神奈川から山口
まで通院しなければならない医
学的合理性は認められないと、
一部不支給になっております。
…あらためて、この21年の事
務連絡で強調している中身とい
うのを、通達を出すなり周知す
べきだと思うんですが、いかがで
しょうか。」
これを受け、2017年10月31日に

「中皮腫の診療のための通院
費の支給に当たって留意すべき
事項の徹底について」と題する
事務連絡が出された。そこに「中
皮腫の診療のための通院費の
支給に当たっては、全国的に住
居地等の近くに専門的な診療に
当たることのできる医療機関の
設置数が確保できていない実状
を鑑みて、中皮腫に係る専門的
医療機関の分布状況を踏まえた
通院の実態等を考慮」すべきこ
とが記され、「すべての事案につ
いて、決定前に必ず本省に連絡
を行うこととし、本省からの連絡
後に決定を行うこと」とされた。
他方、公務災害における中皮
腫の通院費について2017年2月
16日、衆院総務委員会で近藤昭
一衆院議員が質問した。人事
院・総務省ともに「医学上または
社会通念上必要かつ相当であ
ると認める場合」支給されるとし
た。世界で最多の胸膜中皮腫
例を手術している米国の病院で
診療経験のある外科医が、国立
山口宇部医療センターで手術を
行っていることを近藤議員が取り

上げたところ、総務省は中皮腫
の特殊性や「先生御指摘の事
情」も考慮して判断されると答弁
した。
さらに、労災以外の石綿救済
給付の患者に対しても、中皮腫

の通院費が支給されるべ
きである。

（斎藤洋太郎）

※68～74頁にこれまでの労災関
連通達を紹介したので、参考
にしていただきたい。

各地の便り

長距離通院費不支給撤回
北海道●新通達の運用監視が必要

2016年12月に厚生労働省の
石綿労災認定事業場公開にあ
わせたホットラインで、北海道の2
人の胸膜中皮腫患者から相談
があった。ひとりは、年明けすぐ
に兵庫県の病院へ手術のため
に通院をする予定でいた。もう
一人は、診断がされたばかりで
主治医から片肺全摘出の手術
を薦められているということで、
今後の治療について相談があっ
た。後者については、手術をす
るならばすぐに山口宇部医療セ
ンターの岡部和倫医師に相談し
た方がよい、どこで手術をするか
は自分で決めたらよいからという
ことで案内した。岡部医師と連
絡を取った患者は、すぐに宇部
医療センターで手術をすることを
決めた。
2017年1月下旬には入院し、
2月には無事に手術を終えた。6
月上旬に退院し、北海道に戻っ
てきてすぐに自宅から宇部医療
センターまでの往復分の移送費
を請求した。なお、この時点で
本人の労災認定はされていた。

当時、本人が提出した意見書に
は、初期に受診した医療機関の
医師から「『この病気は難しい。
手術も簡単ではない』と言われ、
そのような中でもツテがあるとい
うことで○○大学病院を紹介さ
れましたが、不安は消えませんで
した」と心情が吐露され、宇部医
療センターへの通院は「命を預
けるという意味では当然の判断
だった」と述べられている。
9月に入り、移送費の請求に対

して札幌東労働基準監督署か
ら不支給通知が届いた。その
理由には、「主治医の紹介に基
づいて通院した医療機関ではな
く、あなたの判断によって通院し
た医療機関への移送費である
ため不支給です」と書かれてい
た。請求金額にして約9万円とな
る。この少しあと、同じように北海
道から宇部医療センターに通院
した別の胸膜中皮腫患者の移
送費の請求についても同監督署
から不支給の通知が届いた。
一方で、冒頭に紹介した兵庫
県の病院へ通院した患者には、


